
プライバシーポリシー 
株式会社 Joe Alliance（以下、「当社」という）は、⼈材紹介・⼈材派遣業、電⼒事業、不動

産コンサルティング事業を⾏うにあたり、より良い就業環境を提供するために個⼈情報を取得

し、保存させていただく場合があります。当社は、個⼈情報取り扱い事業者として、取得し、

保有する個⼈情報を以下の通り誠実に取り扱います。 

 

1．個⼈情報の取得、利⽤、提供 
当社は、事業活動の範囲内で個⼈情報の利⽤⽬的を特定し、その⽬的達成のために必要な限度

で公正かつ適正に個⼈情報の取得、利⽤及び提供を⾏います。また、取得した個⼈情報の⽬的

外利⽤をしないよう処置を講じます。 

2．法令・規範の遵守 
当社は、個⼈情報に関する法律及び関連法令、主務官庁の指針、所属団体などの規範等を遵守

致します。 

3．個⼈情報の適正管理 
当社は、ご提供いただいた個⼈情報は当社で厳重に保管・管理するとともに、個⼈情報への不

正アクセス、個⼈情報の滅失⼜は毀損などを防⽌するために、必要かつ適切な安全管理措置お

よび是正処置を講じます。 

4．個⼈情報保護に関する相談および苦情へのお問合せ 
当社は、個⼈情報の取り扱い等に関する苦情や相談に対し、対応窓⼝を定め、対応窓⼝はこれ

らに誠実に対応いたします。 

5．個⼈情報保護マネジメントシステムの継続的改善 
当社は、個⼈情報保護マネジメントシステムの運⽤状況を定期的に確認および監査し、不適合

に関しては是正処置を⾏い、これらの結果に基づく継続的な個⼈情報保護マネジメントシステ

ムの改善をいたします。 
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プライバシーポリシーに関する問い合わせ先 

〒530-0001 ⼤阪府⼤阪市北区梅⽥ 1丁⽬ 2番 2-200号 

⼤阪駅前第 2ビル 2階 5-1-1号室 

株式会社 Joe Alliance の個⼈情報に関するお問い合わせ窓⼝ 

TEL︓06-6467-8017 



個⼈情報の取り扱いについて 
 

株式会社 Joe Alliance（以下「当社」）は、個⼈情報を適切に取り扱うことにより、お客様が

安⼼して当社のサービスをご利⽤いただけるように努めます。当社が保有する個⼈情報につい

て、以下の通りお知らせいたします。 

 

個⼈情報の取り扱いについて 

 

1.事業者の名称及び住所並びに代表者の⽒名 
株式会社 Joe Alliance 

〒530-0001 ⼤阪府⼤阪市北区梅⽥ 1丁⽬ 2番 2-200号 

⼤阪駅前第 2ビル 2階 5-1-1号室 

代表取締役 徐 光⼀ 

 

2.管理者（若しくはその代理⼈）の⽒名⼜は職名、所属及び連絡先 
個⼈情報保護管理者 ⽀店⻑ 

 

3.個⼈情報の利⽤⽬的 
（1） ご本⼈より個⼈情報を直接取得する場合の利⽤⽬的 

  

ア 取引先情報 業務管理、各種連絡、請求、⽀払い管理のため 

イ 採⽤応募者に関する個⼈情報 採⽤応募者のお問い合わせ・連絡と当社の採⽤業務管理の

ため 

ウ 従業員情報 従業者管理に関わる業務に利⽤するため（業務・労務・⼈事管理業務、給与

関連業務、福利厚⽣業務など）、セキュリティ管理のため 

エ 登録スタッフ情報 求職情報の提供、登録スタッフ管理に関わる業務（業務・労務・⼈事

管理業務、給与関連業務、福利厚⽣業務など） 

 

（2） 個⼈情報を直接書⾯以外で取得した場合の利⽤⽬的 

  

 求⼈媒体を通して取得する情報  ご本⼈への連絡、WEB⾯接を⾏うため 

 

 



4.個⼈情報の安全管理のために講じた措置について 

当社は、個⼈情報をより厳正に取り扱うため、JIS Q 15001 に準拠した個⼈情報保護⽅針を

基に、個⼈情報保護規程等を策定し、外的環境を把握した上で個⼈情報保護マネジメントシス

テムを運⽤しております。また、実際に個⼈情報を取り扱うにあたり、組織的、⼈的、物理的、

技術的の 4つの観点より安全管理措置を講じております。 

 

5.個⼈情報の委託について 
当社は、個⼈情報の取扱いについて外部に委託することがあります。この場合、当社は⼗分な

情報管理が⾏われている業務委託先を選定すると共に、業務委託先にて当社と同等の取り扱い

がなされるよう、業務委託先に対する必要かつ適切な監督に努めます。 

 

6.個⼈情報の第三者提供 
当社は、次に掲げる場合を除き、ご本⼈様の個⼈情報を第三者に提供することはございません。 

  

（1）ご本⼈様の同意がある場合 

（2）法令に基づく場合 

（3）⼈の⽣命、⾝体⼜は財産の保護のために必要がある場合であって、ご本⼈様の同意を得

ることが困難な場合 

（4）公衆衛⽣の向上⼜は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本

⼈の同意を得ることが困難であるとき。 

（5）国の機関もしくは地⽅公共団体⼜はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂⾏する

ことに対して協⼒する必要がある場合であって、本⼈の同意を得ることによって当該事務の遂

⾏に⽀障を及ぼすおそれがあるとき。 

 

7.個⼈情報に関するお問い合わせ先 
お客様の個⼈情報に関する苦情及びお問い合わせにつきましては、下記窓⼝で受付けて 

おります。 

  

株式会社 Joe Alliance の個⼈情報に関するお問い合わせ窓⼝ 

TEL︓06-6467-8017 

 

8.任意性 
当社への個⼈情報の提供は、すべて任意となっております。ただし、当社が依頼する情報の提

供がない場合、適正な回答が出来ない場合がございます。 



9.保有個⼈データに関する開⽰等の請求等の⼿続きのご案内 
当社で保有している個⼈データに関して、ご本⼈様⼜はその代理⼈様からの利⽤⽬的の通知、

開⽰、内容の訂正、追加⼜は削除、利⽤の停⽌、消去及び第三者への提供の停⽌の請求（以下、

「開⽰等の請求」といいます）につきましては、当社所定の請求書により、以下の⼿続きにて

対応させていただきます。 

  

（1）「開⽰等の請求」申出先 

 「開⽰等の請求」につきましては、下記窓⼝で受付けております。 

  

株式会社 Joe Alliance の個⼈情報に関するお問い合わせ窓⼝ 

TEL︓06-6467-8017 

 

（2）「開⽰等の請求」に際してご提出いただく書類 

 「開⽰等の請求」を⾏う場合は、お送りする請求書⽤紙に所定の事項を全てご記⼊の上、ご

郵送ください。なお、ご本⼈確認のため、当社から当社に登録いただいている個⼈情報のうち、

ご本⼈確認可能な 2項⽬程度（例︓電話番号と⽣年⽉⽇等）の情報を当社からお問い合わせさ

せていただきます。 

  

ア 当社所定の請求書（「保有個⼈データ開⽰等請求書」PDF ファイル） 

 

（3）代理⼈様による「開⽰等の請求」の場合 

 「開⽰等の請求」をする⽅が代理⼈様である場合は、（2）アの書類に加えて、下記（3）アの

代理⼈である事を証明する書類の写しのいずれか及び（3）イの代理⼈様ご⾃⾝を証明する書

類の写しのいずれかを同封してください。 

  

ア 代理⼈である事を証明する書類 

開⽰等の求めをすることにつき本⼈が委任

した代理⼈様の場合 

① 本⼈からの委任状（原本） 

代理⼈様が未成年者の法定代理⼈の場合 ① 本⼈との続柄を証明する書類（⼾籍謄

本、住⺠票（続柄の記載されたもの）、その

他法定代理権の確認ができる公的書類） 

代理⼈様が成年被後⾒⼈の法定代理⼈の場

合 

① 代理⼈であることを証明する書類（後⾒

登記等に関する登記事項証明書、その他法

定代理権の確認ができる公的書類） 

 



イ 代理⼈様ご⾃⾝を証明する書類の写し 

  

・運転免許証 

・パスポート 

・健康保険の被保険者証 

・住⺠票 

・住⺠基本台帳カード 

  

※尚、本籍地情報は都道府県までとし、それ以降の情報は⿊塗り等の処理をしてください 

  

（4）「開⽰等の請求」の⼿数料及びその徴収⽅法 

 利⽤⽬的の通知⼜は開⽰の請求の場合にのみ、1 回の請求につき、以下の⾦額（当社からの

返信費を含む）を申し受けます。下記⾦額分の郵便定額⼩為替を請求書類の郵送時に同封して

ください。⼿数料⾦額︓当⾯無料 

  

（5）「開⽰等の請求」に対する回答⽅法 

 原則として、請求書記載のご本⼈様住所宛に書⾯（封書郵送）にてご回答申し上げます。 

  

◇ 「開⽰等の請求」にともない取得した個⼈情報は、開⽰等の請求への対応に必要な範囲に

限り取り扱います。 

◇ 以下の場合には、「開⽰等の請求」にお応えできない場合があります。その場合は、その旨

と理由をご通知申し上げます。また、不開⽰の場合についても⼿数料をいただきますのでご承

知ください。 

  

ア ご本⼈様⼜は代理⼈様の本⼈確認できない場合 

イ 所定の申請書類に不備があった場合 

ウ 開⽰等の請求の対象が「開⽰対象個⼈情報」（※）に該当しない場合 

エ ご本⼈様⼜は第三者の⽣命、⾝体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

オ 当社の業務の適正な実施に著しい⽀障を及ぼすおそれがある場合 

カ 法令に違反することとなる場合 

  

※開⽰対象個⼈情報とは、体系的に構成した情報の集合物を構成する個⼈情報であって、当社

が、ご本⼈から求められる開⽰、内容の訂正、追加⼜は削除、利⽤の停⽌、消去及び第三者へ

の提供の停⽌の求めのすべてに応じることができる権限を有するものです。ただし、以下ア〜

エのいずれかに該当する場合は開⽰対象個⼈情報には該当しません。 



  

ア 当該個⼈情報の存否が明らかになることによって、本⼈⼜は第三者の⽣命、⾝体⼜は財産

に危害が及ぶおそれのあるもの 

イ 当該個⼈情報の存否が明らかになることによって、違法⼜は不当な⾏為を助⻑し、⼜は誘

発するおそれのあるもの 

ウ 当該個⼈情報の存否が明らかになることによって、国の安全が害されるおそれ、他国若し

くは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ⼜は他国若しくは国際機関との交渉上不利益

を被るおそれのあるもの 

エ 当該個⼈情報の存否が明らかになることによって、犯罪の予防、鎮圧⼜は捜査その他の公

共の安全と秩序維持に⽀障が及ぶおそれのあるもの 

 


